
○近江八幡市成年後見人等報酬助成要綱 

平成２２年３月２１日 

告示第８６号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、民法（明治２９年法律第８９号）第７条、第１１条及び第１５

条第１項に規定する成年後見、保佐若しくは補助（以下「成年後見」という。）の

開始の審判により、家庭裁判所が成年後見人、保佐人若しくは補助人（以下「法定

後見人」という。）を選任した後に法定後見人の報酬の全部若しくは一部を助成す

ること又は地域福祉権利擁護契約を近江八幡市社会福祉協議会と締結する際に任意

後見契約を併せて締結し、その後任意後見が開始した場合に任意後見人（以下法定

後見人と合せて「成年後見人等」という。）の報酬の全部若しくは一部を助成する

ことにより、成年後見人等が成年被後見人、被保佐人又は被補助人若しくは任意被

後見人の財産の管理、生活及び療養看護に関する事務を適切に行えるよう成年後見

人等を支援することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（平２７告示９３・平３０告示８２・令６告示３２・一部改正） 

（対象者） 

第２条 家庭裁判所により法定後見人が選任された本市に住所を有する者又は老人福

祉法（昭和３８年法律第１３３号）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）、知

的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）、生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）その他の法律の規定による本市の措置等により市外の施設を利

用している者（以下「市外施設利用者」という。）であって、次の各号のいずれか

に該当するものを助成の対象者とする。 

(1) 預貯金、現金、有価証券その他の資産がなく、法定後見人の報酬の全部又は一

部の助成を受けなければ法定後見の利用が困難な者 

(2) 生活保護法による保護を受給している者（以下「被保護者」という。） 

(3) その他前２号に準じる者で、市長が必要と認めるもの 

２ 地域福祉権利擁護契約を利用している者について、任意後見契約により任意後見



開始のための任意後見監督人選任の審判の申立てがなされ、家庭裁判所により任意

後見監督人が選任された本市に住所を有する者又は市外施設利用者であって、次の

各号のいずれかに該当するものを助成の対象者とする。 

(1) 預貯金、現金、有価証券その他の資産がなく、任意後見人の報酬の全部又は一

部の助成を受けなければ任意後見の利用が困難な者 

(2) 被保護者 

(3) その他前２号に準じる者で、市長が必要と認めるもの 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、助成の対象と

しない。 

(1) 本市以外の市区町村又は都道府県の措置等により、本市区域内に所在する施設

を利用している者 

(2) 預貯金、現金、有価証券その他の資産の合計額が、家事事件手続法（平成２３

年法律第５２号）別表第１の１３の項、３１の項又は５０の項に定める報酬付与

の審判（以下「報酬付与の審判」という。）により家庭裁判所が決定した報酬額

（以下「後見人等報酬額」という。）に５０万円を加えた額を上回る者 

(3) 居住する家屋その他日常生活に必要な資産以外の活用可能な資産がある者 

（平３０告示２５３・全改） 

（助成を行う場合の成年後見人等の要件） 

第３条 前条の対象者の配偶者、四親等内の親族又は同居の親族が成年後見人等に就

任する場合は、助成の対象としない。 

（助成額） 

第４条 介護保険サービス等福祉サービスの利用料、社会保険料及び生活費等並びに

市長が認める経費及び成年後見人等の報酬の合計が対象者の収入を超過した場合に、

当該超過費用を助成する。 

（令６告示３２・一部改正） 

（上限額） 

第５条 法定後見の助成の額は、後見人等報酬額の範囲内とし、月額２０，０００円

を限度とする。ただし、法定後見の後見業務において、身上監護等特別な実情があ



った場合は、基本報酬額の５０パーセントの範囲内で加算することができる。 

２ 任意後見の助成の上限額は、任意後見契約に定めた報酬額の範囲内とする。 

（平２７告示９３・平３０告示２５３・令６告示３２・一部改正） 

（任意後見の場合の助成の要件） 

第６条 助成の対象となる任意後見契約は、次に掲げる事項を定めなければならない。 

(1) 報酬額（無償の場合を含む。）に関する事項 

(2) 地域福祉権利擁護契約から任意後見契約への移行（任意後見監督人の選任を条

件であることとした場合を含む。）に関する事項 

（令６告示３２・一部改正） 

（申請） 

第７条 成年後見人等の報酬の助成を申請することができる者は、対象者又は対象者

の代理人としての成年後見人等（以下「申請者」という。）とする。 

２ 申請者が助成を申請しようとするときは、成年後見人等の報酬助成申請書（別記

様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しな

ければならない。 

(1) 公的年金等の源泉徴収票の写し等収入の判明するもの 

(2) 金銭出納簿及び領収書の写し等必要経費の判明するもの 

(3) 財産目録等の写し等資産状況の判明するもの 

(4) 報酬額の判明するもの 

ア 法定後見にあっては、報酬付与の審判書謄本の写し 

イ 任意後見にあっては、任意後見契約の写し及び地域福祉権利擁護契約の写し 

(5) 対象者の代理人としての成年後見人等が申請する場合にあっては、登記事項証

明書又は法定後見の審判書謄本及び確定証明書 

（平３０告示２５３・令６告示３２・一部改正） 

（助成の決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、申請書、添付書類及び当該

申請に係る対象者の資産状況等の実態を調査し、助成の可否を決定する。 

２ 市長は、助成の可否の決定をしたときは、成年後見人等の報酬助成承認・不承認



通知書（別記様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（助成額の支払い） 

第９条 前条の規定により助成の決定を受けた申請者は、成年後見人等の報酬助成請

求書（別記様式第３号）により決定された助成額を請求することができる。 

２ 市長は、前項の請求に基づき、助成額を対象者名義の口座に口座振替の方法によ

って支払うものとする。 

（対象者死亡に係る助成の特例） 

第１０条 対象者が死亡したことにより後見事務の終結を迎えた場合は、死亡後終結

までの間について対象者の人格が存続しているものとみなし、対象者名義又は成年

後見人等名義の口座に口座振替の方法によって支払う。この場合において、成年後

見人等の報酬の助成を申請することができる者は、対象者の代理人としての成年後

見人等に限る。 

（平３０告示２５３・令６告示３２・一部改正） 

（助成決定の有効期間） 

第１１条 第８条の規定による助成の決定（第２条第１項の対象者に対するものに限

る。）の対象となる期間は、家庭裁判所による報酬付与の審判により決定された報

酬の対象期間とする。 

（令６告示３２・全改） 

（支出の報告） 

第１２条 第９条の規定により助成を受けた申請者は、対象者名義の口座に振り込ま

れた助成金を支出したときは、当該支出について成年後見人等の報酬助成金支出報

告書（別記様式第４号。以下この条において「報告書」という。）により毎年４月

１０日までに市長に報告しなければならない。 

（平３０告示２５３・一部改正） 

（目的外使用の禁止） 

第１３条 第９条の規定により助成を受けた申請者は、対象者名義の口座に振り込ま

れた助成金を成年後見人等の報酬以外の目的に使用してはならない。 

（平３０告示８２・一部改正） 



（届出） 

第１４条 第９条の規定により助成を受けた申請者は、対象者の生活の場所が在宅か

ら施設に異動したとき等申請事項に変更が生じたときは、成年後見人等の報酬助成

資格変更届出書（別記様式第５号）により速やかに市長に届出をしなければならな

い。 

（助成額の返還及び助成の決定の取消し） 

第１５条 市長は、助成を受けた対象者又は対象者の代理人としての成年後見人等若

しくは対象者の家族、親族等の関係人が、次に掲げる要件に該当するに至ったと認

めるときは、助成額の全部又は一部の返還を求め、及び助成の決定を取り消すこと

ができる。 

(1) 第１３条の規定に違反する行為があったとき。 

(2) 第１２条の報告を審査し、適正な支出が行われていないと認めたとき。 

(3) 正当な理由がなく前条の届出をしないとき。 

(4) その他不正又は不適当な行為があったとき。 

（平３０告示８２・平３０告示２５３・令６告示３２・一部改正） 

（任意後見監督人） 

第１６条 特に必要があると認めるときは、任意後見人の報酬助成の規定を準用して、

任意後見人の報酬助成に加えて、任意後見監督人の報酬を助成することができる。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

（令６告示３２・一部改正） 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年３月２１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日までに、合併前の近江八幡市成年後見人等報酬助成要

綱（平成１５年近江八幡市告示第４１号）の規定によりなされた手続その他の行為



は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

付 則（平成２７年告示第９３号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

付 則（平成３０年告示第８２号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（平成３０年告示第２５３号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（令和４年告示第３１５号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

付 則（令和６年告示第３２号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 


